
決算書掲載頁　433

内
訳

「地域における公的介護施設等の計画的な整備等の促進に関する法律」及び「地域介護・福祉空間整備等交付金実施
要綱」に基づく国の交付金を受けて、民間事業者の施設整備に市が補助金を交付することにより、高齢者の住み慣れた
地域での生活を支える「地域密着型サービス」の施設整備を促進する

今回の介護老人福祉施設の開設により、前年度より待機者が減少したが、今年度以降待機者が増加すると見込まれ
る。
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介護保険特別会計

事業： 地域介護・福祉空間整備事業 1206
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第５期河内長野市介護保険事業計画において公募を行った地域密着型サービス施設等に対して補助金を交付する。
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地域密着型サービス等の施設整備を促進するため、国の交付金の交付を受けて、市が社会福祉法人の施設整備に対
して補助を行う。また、医療法人の療養型医療施設転換整備に対して補助を行う。
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直営 平成18年度 河内長野市地域介護・福祉空間整備等補助金交付要綱

地域密着型サービス施設を整備する社会福祉法人及び療養型医療施設転換細微
を行う医療法人

今回の介護老人福祉施設の開設により、前年度より待機者が減少したが、今年度以降待機者が増加すると見込まれ
る。
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地域密着型サービス施設等を整備する社会福祉法人が第５期介護保険計画期間内（Ｈ２４～２６年度）において、本事
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事業：地域介護・福祉空間整備事業                  

１、介護基盤の緊急整備等特別対策事業及び介護施設等開設支援特別対策事業 

高齢者が介護を必要となっても住み慣れた日常生活圏域において生活を維持することができるようにするための

基盤整備を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細事業：地域介護・福祉空間整備事業                 

１、補助対象 

施設名称  介護老人福祉施設 寿里苑フルール 

所在地  河内長野市南青葉台 6番 15号 

施設の種類 地域密着型介護老人福祉施設  29名 

   認知症対応型通所介護  12名 

   短期入所生活介護   10名 

   居宅介護支援事業所 

 

補 助 金 名 称 補 助 金 額 内 容 

介護基盤緊急整備等特別対策事業 126,000,000円 地域密着型介護老人福祉施設 116,000,000円 

認知症対応型通所介護  10,000,000円 

施設開設準備経費助成特別対策事業 16,840,000円 施設開設時の体制整備を図るための事業費 

 


